
●まずライフラインの復旧
災害復旧等公共事業として、公共土木施設（河川・海岸・道路・港湾・
漁港・下水道等）、農地・農業用施設、有料道路、既設公営住宅、空
港、その他（水道・工業用水・廃棄物処理施設等）を整備。また、一般
公共事業として、災害公営住宅の整備等、災害復旧に関連して緊急
に必要となる公共土木施設等の緊急補修等。【１兆２０１９億円】
２次災害の防止と今季の営農に間に合う地区を中心に、農地や用
水施設等の応急復旧措置を図る。【６８９億円】

●被災者の生活が第一
災害廃棄物（がれき等）の円滑な処理が急務。【３５１９億円】
被災地のごみ処理施設等について、その機能を早急に回復する。
【１６４億円】
予備費と合わせて、約１０万戸の応急仮設住宅等を供与するため、
応急仮設住宅の建設（約７．２万戸）、民間賃貸住宅を活用した応
急仮設住宅の設置（約１．４万戸）。【３６２６億円】
住宅が全壊した場合等に世帯当たり最高１００万円「被災者生活
再建支援金（基礎支援金）」を速やかに支給するため、予算を計上
（１０万世帯分）。【５２０億円】
災害援護貸付・生活福祉資金貸付事業費。【６０６億円】
被災者に医療保険の保険料や一部負担金等の減免等を行う場合に、
保険者の負担を軽減するための財政支援を行うことをはじめとして、
医療・介護・障害福祉の利用料負担・保険料軽減措置。【１１４２億円】

●子どもの安心
学校施設等の復旧。【２４５０億円】
震災により就園・就学等が困難となった幼児児童生徒に対し支
援・奨学金の緊急採用の拡充・授業料減免措置の拡充。【１８９億円】
児童生徒の心のケア、スクールカウンセラーの緊急派遣。【３０億円】
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